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Ⅰ はじめに
観光にとって環境資産は財産であり，観光対
象そのものである。その環境を保護していく制
度は観光にとって大きな関心事である。また，
観光は「観光は環境をまもる」と「観光が環境
を破壊する」の両側面の当事者である。現在，
観光資源となるべき様々な環境資産の保護に関
する法制度や環境保護を主な概念とした観光活
動が存在している。それらは，保護対象に対し
てこれを保護し，保護主体を形成するという作
用を与えつつ，副産物としての反作用ももたら
すことがある。例えば，観光客の急速な増大と
環境容量を超えた流入による地域破壊などであ
る。本稿では環境保護制度が地域に与える作用
と反作用を検討し，今後観光の場面で自然・文
化遺産をいかに保護活用していくべきかについ
て考察する。
Ⅱ 環境保護制度と活動
観光と関わりの深い環境保護制度には古都保
存法や明日香村特別措置法による歴史的風土保
存制度，伝統的建造物保存制度，記念物保護制
度を含む文化財保護法等による文化財保護制
度，国立公園などの保護を目指す自然公園法等
による自然環境保護制度，自然遺産・文化遺産
を国際的に保護していく世界遺産条約などがあ
る。
１．古都保存法
古都保存法（「古都における歴史的風土の保
存に関する特別措置法」）は，わが国における
歴史的環境の崩壊が進んでいた時代に，全国で
展開していた歴史的環境保存運動の中で昭和41
年に成立したものである。特にその中で鎌倉市
の聖域とも言うべき鶴岡八幡宮の裏山における
宅地開発計画に反対する市民運動が大きなきっ
かけとなって生まれた。古都保存法は「わが国
固有の文化資産として国民が等しくその恵沢を
享受し，後代の国民に継承されるべき古都にお
ける歴史的風土を保存するために国等において
講ずべき特別の措置を定め，もって国土愛の高
揚に資するとともに，広く文化の向上に寄与す
ること」（第１条）を目的とし，そのため内閣
総理大臣が古都において歴史的風土保存区域を
指定し，歴史的風土保存計画を定めるものとと
もに，府県知事が保存区域中のとくに枢要な部
分を歴史的風土特別保存地区として都市計画決
定し，その歴史的風土を保存しようとするもの
である。「古都」とは「わが国の往時の政治，
文化の中心等として歴史上重要な地位を有する
地域」（第２条の１）で，京都市，奈良市，鎌
倉市，天理市，桜井市，橿原市，斑鳩町，明日
香村が含まれている。また「歴史的風土」とは
「わが国の歴史上意義を有する建造物，遺跡な
どが周囲の自然的環境と一体をなして古都にお
ける伝統と文化を具現し，及び，形成している
土地の状況」（第２条の２）のことである。歴
史的風土地区，特別保存地区では厳しい行為規
制が課せられている1）。この法では古都に地域
が限定されているため，全国でおこる町並み保
存の中で，後述の伝建群制度が生まれるのであ
る2）。
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２．明日香村特別措置法
明日香法（「明日香村における歴史的風土の
保存及び生活環境の整備等に関する特別措置
法」）は明日香村全域を古都保存法の歴史的風
土特別保存区域とし，これを現状変更を厳しく
抑制し，その状態において歴史的風土の維持存
続を図る第１種歴史的風土保存地区と，著しい
現状変更を抑制し，歴史的風土の維持存続を図
る第２種歴史的風土保存地区に区分して指定し
ている。また，特定事業に対する補助率のかさ
上げや明日香村整備基金の設置・運用等によ
り，生活環境や産業基盤の重点的整備を行おう
とするものである。
明日香法の成立過程は，以下のようである。
明日香法は無秩序な宅地化の波が迫る中，「古
都保存法」など各種規制による保存が図られて
きたが，規制のみでは貴重な歴史的風土を保存
することは限界がある。保存の主体となるべき
住民の生活環境整備対策も含めた住民と環境と
の関わりを含む総合的な保存計画を策定する必
要があるとの認識が高まってきた。昭和45年に
なると，政府は「歴史的風土審議会」の答申を
受けて「飛鳥地方における歴史的風土及び文化
財の保存等に関する方策について」の閣議決定
を行った。しかし，規制地域の拡大，史跡の整
備，村外観光客のための施設整備は概ね予定通
り実施されたが，地域住民のための環境整備対
策，つまり環境文化保存については十分な措置
が講ぜられてこなかった。このような状況の中
で，昭和55年５月「明日香村における歴史的風
土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措
置法」を公布，施行したものである。
３．伝統的建造物保存制度
昭和40年代におこった古都保存法が対象とし
ない，木曽の妻籠など一般地区の町並み保存運
動の高まりの中で伝建群制度が誕生した。それ
は昭和50年の文化財保護法の改正によって生ま
れたものであるが，城下町，宿場町，門前町な
ど全国各地に残る歴史的な集落・町並みの保存
が図られるようになった。市町村は，伝統的建
造物群保存地区を定め，国はその中から価値の
高いものを重要伝統的建造物群保存地区とし
て，選定し，市町村の保存事業への財政的援助
や必要な指導または助言をすることが出来ると
いうものである。
重要伝統的建造物群保存地区については，市
町村が条例で保存地区の現状を変更する行為規
制などの措置を定め保護を図っており，文化庁
長官または都道府県教育委員会は，市町村に対
し保存に関し指導助言を行うほか，管理，修理，
修景などに対して補助を行っている。
また，重要伝統的建造物群保存地区は主に木
造建築で構成されており，防災，特に火災に対
する対策が必要なため，市町村は景観に配慮し
た防災施設等の整備事業を計画的にすすめてい
る。これについても文化庁長官または都道府県
教育委員会は，市町村に対し指導助言するとと
もに補助を行っている3）。
平成12年４月１日現在，重要伝統的建造物群
保存地区に選定されている地区は49市町村54地
区で約9000件の伝統的建造物が保存すべき建造
物として特定されている。
４．記念物保護制度
国は文化財保護法（昭和25年）の中で記念物
のうち重要なものを「史跡」「名勝」「天然記念
物」に指定し，これらの保護を図っている。そ
のうち特に重要なものについては「特別史跡」
「特別名勝」「特別天然記念物」に指定している。
史跡とは貝塚，古墳，都城跡，城跡，旧宅など
の遺跡で我が国にとって歴史上または学術上価
値の高いものである。史跡指定は平成12年４月
１日現在1435件，特別史跡は58件である。名勝
とは庭園，橋梁，峡谷，海浜，山岳等の名勝で
我が国にとって芸術的または観賞上価値の高い
ものである。名勝指定は303件で特別名勝は35
件である。天然記念物とは動物，植物および地
質鉱物で我が国にとって学術上価値の高いもの
である。天然記念物指定は959件で，特別天然
記念物は75件である。史跡に指定されたものに
ついては，現状を変更し，あるいはその保存に
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影響を及ぼす行為を使用する場合，文化財保護
法により，文化庁長官の許可を要するとされて
いる4）。
５．自然公園法
自然公園法（昭和32年）は「自然の風景地を
保護するとともにその利用の増進を図り，もっ
て国民の保健，休養および教化に資することを
目的」として国立公園法（昭和６年制定）を母
体として制定され，国立公園，国定公園，都道
府県立自然公園について規定している。その中
で国立公園は我が国の風景を代表するに足る傑
出した自然の風景地であって環境庁長官が指定
するものである。全国で28カ所指定されている。
また，国立公園内における自動車利用適性化要
項に基づくマイカー規制が上高地や尾瀬などで
実施されている。
６．世界遺産条約
世界遺産条約（「世界の文化遺産および自然
遺産の保護に関する条約」は1972年第17回ユネ
スコ総会（パリ）で採択されたもので，1996年
12月現在147カ国が加盟し506カ所が登録されて
いる。我が国では，1998年現在で自然遺産２カ
所（白神山地，屋久島）文化遺産７カ所（法隆
寺，姫路城，白川郷・五箇山の合掌造り集落，
古都京都の文化財，古都奈良の文化財，厳島神
社，原爆ドーム，日光の社寺）が登録されてい
る。条約の前文では遺産が衰亡という在来の原
因だけでなく，戦争や経済的理由からますます
破壊の脅威にさらされていることを留意して，
国際的な協力よって保護する体制をつくること
の重要性が述べられている。ただし，遺産の保
護は第一義的には締約国の自国に課されてお
り，自国のすべての能力を用いて保護すること
がまず求められている。そのために自国内にお
いて様々な政策がとられることも求められてい
る。
Ⅲ 環境保護制度の与える作用と反
作用
１．まなざしの照射と資産のオーバーユ
ース
このような環境保護制度の作用は保護対象や
保護対象地域の知名度をあげることに貢献する
ことは間違いない。外からの多くのまなざしを
向けさせることとなり，地域内にあっても気づ
かなかった人々の意識を向けさせる効果は大き
い。
世界遺産に登録された白川郷では小さな集落
に100万人をはるかに越す観光客がやってくる
ようになった。同じく世界遺産に登録された屋
久島でも観光客は1993年（同年12月世界遺産に
登録）109,997人から1998年には167,382人へと増
加している。1988年からみると入り込み客で２
倍を超え，観光客では2.6倍を超えている。その
間「種・屋久」と呼ばれる近隣の種子島が1.2倍
程度の増加であることと比べても大きな伸びで
あることが分かる。重伝建地区である長野県の
妻籠や沖縄県の竹富島においても，また明日香
法制定時の奈良県明日香村においても同様であ
るし，古都保存法下にある鎌倉や京都において
も大量の観光客を呼んでいる。確かに多くのま
なざしが注がれることとなった。テレビ番組を
はじめ報道量も増えてくる。地域の環境保護を
求めてきた人達にとってうれしい支持者の増大
である。活動を支援してくれるボランタリーな
支援者も増えた。各地とも視察ラッシュが続く。
視察者への解説や彼らとの交流を通して，環境
資産価値を再認識することができる。当該地域
を研究対象とする研究者が増加し，その研究成
果が地域の環境保護や地域振興に寄与すること
も少なくない。
しかし，このお墨付き効果は近年論議されて
いるオーセンティシティとしての評価やオーセ
ンティシティ構築5）への効果をもたらすものの，
本物志向やオーセンティシティを単なるお題目
として唱える頭でっかちな観光客をターゲット
にするマス・ツーリズムのデスティネーション
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としても脚光を浴びることとなる。受け入れ体
制の追いつかない状態での大量来訪によって環
境資産のオーバーユースが発生する。当該資産
だけでなく地域全体の環境破壊や社会解体を引
き起こす危険も同時に存在させる。
受け入れ体制が整わないうちに来訪する急激
な観光客の増加は様々な問題を引き起こす。冬
季のライトアップ期間に典型的に見られる白川
郷の身動きもできない交通渋滞。死人が出ない
のが不思議だという地元の人の感想がそのすご
さを物語っている。わずか２時間の間に大型バ
スが200台以上も押し寄せる。白川郷では高速
道路のインターチェンジが集落の近くに予定さ
れ，建設が進んでいる。さらに２倍３倍の観光
客の来訪も予測され，その対応におわれている。
このオーバーユースに対して2000年度の冬季か
らはバスは予約制をとることになった。屋久島
でも大型フェリーの就航や高速艇の増便，民宿，
ホテルの建設ラッシュ，様々なみやげ品店の出
店，マスコミの来島，コマーシャルや映画の撮
影ラッシュなど観光客の増加とともに島を食い
物にするものも含めて来島が相次いでいる。当
然縄文杉をはじめ美しい森への影響や山道の破
壊など自然への悪影響もみられる。ここにも
オーバーユースの被害が見られる。明日香村で
はかつて観光客が一般民家に上がり込み電話や
トイレを借りていくといった問題もあった。村
に観光客があふれ，田畑にはゴミが散乱した。
170万人から60万人台までの観光客の減少から，
飛鳥を舞台としたテレビドラマ放映や相次ぐ超
一級の考古学上の発掘成果による観光客の20年
ぶりの増加が現在見られている。それでも明日
香村住民は，かつての観光公害被害の記憶から，
観光入り込み増を一方では歓迎しながらも不安
を持って迎えている。
町並み観光地の一つである長野県南木曾町妻
籠宿や福島県下郷町大内宿などでは観光客や問
屋の要求に単純に対応するために，建物の開口
部の拡幅や家周りにおける土産品販売など観光
的利用によって町並みに土産品があふれて本来
の町並み景観を乱す事態も見られた。
２．求心力と遠心力
環境保護制度の指定，登録やそれに伴うマス
コミ，研究者，観光客の来訪と彼らの賞賛のま
なざしと言動は地域住民にとって地域の，つま
り自分たちの宝である地域遺産の価値に気づ
き，これを誇りに思う再評価の契機を与え，地
域アイデンティティを形成させることとなるこ
とが多い。従来地域の恥と思っていたものを誇
りに変える役割を演ずるのである。そこでは地
域が一体化し，「地域のために」という活動を
促す求心力が働く。例えば，独自の住民憲章を
持つ竹富島をはじめ，町並み保存地区の中で毎
年開催される全国町並みゼミを受け入れた地域
は多くの支援者のまなざしや賞賛と激励の声に
支えられて求心力を高めている。
しかし，価値評価された遺産やこれを抱える
地域は部外者にとってのあこがれの地にもな
り，研究対象，観光対象，所得獲得の場，移住
希望地にもなりうる可能性も示す。その場合，
これらの働きかけが地域によい緊張感を与える
段階を越えて，いわば環境容量を越えていく時，
地域との間に葛藤を生み出したり，地域内の社
会関係を二分したり，解体させる動きへと繋が
ることがある。遠心力が働くのである。白川郷
で顕著に見られるが地元の多忙による健康問題
をはじめ住民生活の問題，観光関連業の人とそ
うでない人との住民間の摩擦，観光やガイド業
を目的に新たに移住してくる人と旧来の住民と
の摩擦も起こる。これらの対立構造の中で地域
が解体の方向へ向かうこともある。例えば高松
塚古墳発見のブームにわいた明日香村では，観
光公害のひどさから観光という言葉は禁句に近
かった経験を持つ。白川郷では静かな環境が売
り物の民宿など宿泊業の業者ととりあえずやっ
てくる日帰りの客がターゲットとなる土産品・
飲食業の間に，入り込み許容量をめぐって対立
が生ずる。屋久島においては島外から移住して
きたエコ・ツーリズム等の業者が地域社会から
遊離し，島内の人々との間のギャップが埋まら
なかったり，観光資産価値のついた登録地をめ
ぐる林野庁と環境庁の代理戦争のような葛藤も
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みられる。
３．主体性と依存化
環境保護制度による地域への作用は地域アイ
デンティティ形成等を通して地域環境の維持存
続に対する主体的取り組みを支援し，また新た
な主体的活動を生み出す効果をもたらしてい
る。しかし，一方法制度の下での保護や厳しい
規制下における強い規制感をともなう作用は，
行政への依存化を引き起こすこともみられる。
保護制度は保存地区にゾーニングされたとこ
ろの保護，保全に対して効果を発揮する。明日
香村では厳しい行為規制がかけられ，歴史的風
土が守られているし，白川郷や竹富島では町並
みの修復が進み美しい町並みの姿が維持されて
いる。屋久島においても保護地域における行為
規制によって自然環境の維持を果たしている。
また，屋久島におけるカントリーコードのよう
に世界遺産と共生できるルールを自らつくり出
す姿もみられる。
しかし，厳しい行為規制は住民の経済生活へ
の足枷となることも多く，規制感による不満が
見返りとしての「飴」を要求させ，保護制度へ
の依存体質をつくり出す場合もある。明日香村
はその傾向が大である6）。白川郷，竹富島では
町並み保存制度をプラスに使っているが，環境
保護制度の体制下にはいることが，保存運動を
展開していた対象に対するお墨付きの受取とな
り，その達成感によって，次なる課題設定がで
きないとそれまでの保存活動がにぶることも考
えられよう7）。
４．自分化と他人化
法指定等による保護とは，基本的に現地にお
いて市民・住民によって主体的に保護活用して
いくことを支援するところにあるのであるが，
それは当該の遺産をより自分たちのものとして
認識し，利活用していくことの助長を意味して
いる。これを筆者は自文化の自分化と呼んでい
る。これに対して指定等によるお墨付きは今ま
で身近であった遺産をかえってよそよそしく感
じさせることや厳しい規制に対する反発から意
識的距離化を生むことがある。前者を他人化と
呼び，後者を空洞化と呼ぶことにしたい。
重伝建地区選定等の町並み保存地区では，地
域の保護条例や地元の保護活動が前提になって
いること，環境遺産が身近な町並みであること
から，そして概して従来の保護活動グループの
活動に対するお墨付きの性格もあり，選定によ
ってさらなる自分化を生みやすい。屋久島にお
ける環境文化村8）の取り組みも前項の主体性の
確立をめざすとともに屋久島を自分化していく
取り組みともとれよう。
ただし，反対派に対して激しい保存運動を展
開してきたところでは，選定後の次なる目標を
見失い，燃え尽き症候群のように運動が低迷し
たり，一端選定となれば，（すでにそのときに
は自治体の保存体制に入っているのであるが）
行政が法制度の下の本来業務として町並み保存
に関わるため，行政サイドに依存化してしまう
ことはありうる。それに対して明日香法の網の
かかる明日香村のような場合には，保存対象と
なった遺跡の中心が現在の生活とかけ離れたも
のであり，法制度を機ににわかに自分化すると
いうよりは，法体制下でかかる厳しい規制によ
って保護に対する反発を生み，意識の空洞化を
生むことが多かったといえる。また史跡整備が
進むに従って，例えば石舞台古墳という古墳は
現在有料の見学施設となっているが，かつては
その上で遊んだ小山であった懐かしい記憶から
よそよそしい他人様（観光客）のための飾り物
のような他人化をもたらしている。
一方，国立公園や記念物，とくに天然記念物
などはこれまでの保護政策が，条文に反して隔
離政策に近いものであったため，住民の親しみ
を増す自分化の方向には働かず，無関係といっ
た空洞化をもたらしていた。
Ⅳ 今後の方向について
環境保護制度がもたらす作用とその反作用に
ついてみてきた。このような反作用を最小限に
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とどめるために，今後どのような展開が求めら
れるか検討してみたい。
１．アセスメントの必要
環境保護制度は環境を守るための制度である
が，前項でみたように地域に対する少なからぬ
作用をもたらすものであり，このことに対する
事前のシュミレーションと言うべきものが必要
である。アセスメントといってもよい。
２．単体からの広がり
文化財保護法における伝建群制度についての
改正は個体保存から群としての保存を可能と
し，登録制度は文化財についての量的な押さえ
を可能にしている。また世界遺産がバッファー
ゾーンを設けているように環境保護対象の広が
りの傾向を示している。このように保護の対象
を周辺領域と一体のものとして広げていくこと
が必要であろう。
そのためには規制緩和や指定・登録の簡便化
によって保存範囲を拡大し，保存体制づくりの
迅速化が求められる。この点を考慮したのが登
録文化財制度である。
登録文化財制度は近年，近代化遺産が急速に
消滅していることを憂慮し，建造物に限っては
いるが文化財の登録制度が文化財保護法のもと
で発足した。築後50年を経過し，国土の歴史的
景観に寄与し，造形の規範となっている，再現
することが容易でない等の条件を１つ以上満た
している建造物を対象として，文部大臣が文化
財登録原簿に登録するものである。登録制度は
届出制と指導・助言・勧告を基本とする緩やか
な保護措置を講じる制度である。重要なものを
厳選し，許可制など強い規制と手厚い保護を行
う従来の指定制度を補完するものである。平成
12年現在732カ所で1559件が登録されている。
３．拒否から利用へ
天然記念物や国立公園など自然系遺産に関し
て，これらの破壊や喪失をおそれて隔離・管理
主義の政策がとられてきたが，近年利用という
観点や，地域住民や市民による管理と利用とい
う視点が強まってきている。それは，これらが
環境教育や生涯学習という面できわめて有効な
役割を果たす場を提供できるということの認識
も影響している。そこではカントリーコードの
ような自主的なルールづくりも見ることができ
るし，活動のためのボランティアも生まれてこ
よう。明日香村における規制感による拒否反応
にみられるように拒否や隔離といった管理主義
ではなく，対象となる遺産を持続可能な形で利
活用する中での保全が望まれる。明日香村で現
在展開する棚田保全を目的とした棚田ルネッサ
ンス運動や飛鳥川の源流域を保全しようとする
活動，また，飛鳥歴史公園が行う里山クラブの
活動など地域の自然や風土に働きかける活動
が，残念ながら参加している人の多くは村外の
人ではあるが，受け入れる地元の人々に地域の
価値の自覚や主体的関わりの動きを見せている9）。
４．環境文化の継承と創造
環境保護制度の目的は対象となる環境を保護
することにあるが，そこでの本当の目的は，対
象たる環境（自然環境も歴史的環境も）のみの
保護ではなく，環境を保護する仕組みの保護で
あり，保護活動への支援にあるべきである。そ
こで重要なことは，環境と人間の関係性である。
環境に対してどのように関わり，持続可能な状
況を作り続けるかが問われなければならない。
つまり，筆者が環境文化と述べる文化の継承と
創造である。
環境文化とはある地域に居住する住民にとっ
て快適な環境を維持存続するための規範及びこ
の規範に基づいて行われる諸活動とその結果の
総体のことである。これは環境に対する作法と
でも言うべきものである10）。そこには環境と社
会が相互に関連しあうメカニズムや，人々があ
る形式や方法を環境で利用しようとする仕方が
含まれている。またそのことに関する合意や対
立とその意志決定過程や解決手段も環境文化と
言ってよい。ここで対象となる環境は自然環境
と歴史的環境がともに含まれる。原生自然がほ
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とんど残っていない日本においては，歴史的環
境はもちろん自然環境も人の手が入った環境で
あり，人との関わりの記憶を持つ環境である。
環境は人との関わりの中で守られ（破壊され），
創造されてきたのである。つまり，環境に対す
る作法である環境文化が環境を守ってきたとい
えるのである。従って，環境保護制度とはこれ
らの環境文化の創造に寄与するものでなければ
ならない。そこでは，環境に対しての働きかけ
を支援し，働きかけるためのルールを自主的・
主体的に創造する活動を誘導する内容を含むこ
とが好ましい。このような点を考慮した事業に
文化庁の天然記念物整備活用事業がある。
文化庁は天然記念物に対する従来の公開のあ
り方への反省から天然記念物整備活用事業を平
成６年開始した11）。それは近年の環境やふるさ
とへの関心の高まり，天然記念物を地域の貴重
な財産として見直し，生涯学習や環境教育の場
として活用し，保護していこうとする気運を意
識したものである。天然記念物に触れ，その成
り立ちやメカニズムを目のあたりにする。その
ことによって，天然記念物がわが国の歴史や文
化をはぐくんできた第一級の自然であることに
ついて地域住民や広く国民に理解を深めてもら
う。そしてその保護の一層の充実を図っていこ
うとするものである。
整備事業は天然記念物の所有者または地方公
共団体が主体となって，その活用のために必要
な施設整備について国が補助するものである。
３年継続事業で，事業費は１カ所あたり３億９
千万円（50％国の補助）である。具体的事業内
容は学習施設の建設整備であるが，当該天然記
念物および関連の情報収集と提供を行うための
中核施設，野外観察施設の設置，野外観察園路，
案内板・説明板などが整備されている。
秋田県大館市の長走風穴では真夏でも冷風の
吹き出る，冬でも凍らない風穴を実体験できる
ように，風穴からの風を利用した倉庫の保存整
備と風穴について理解を深める情報センターが
建設されている。また，風穴の存在で見ること
の出来る高山植物を観察できるような園路とデ
ッキが整備されている。また，センターには風
穴からの風が引き込まれ施設内でも体感できる
仕掛けとなっている。
なお，本事業は当初予定されていたソフト部
門の予算が大蔵査定で全面カットされており，
ハードのみの補助事業である点で従来型の事業
を抜け切れていないが，事業の取り組み過程で，
研究会や学習ボランティアグループを作ったり
彼らと協力して事業をすすめていく姿が見ら
れ，本事業の愛称であるエコミュージアム事業
にふさわしい取り組み方も見られた。
例えば，徳島県美郷村では天然記念物の「ホ
タルの生育地」を理解できるホタル館を建設し，
この館を拠点としてエコ・ツーリズム活動によ
ってホタルの生育可能な地域の自然を理解する
ことを通して地域の自然遺産・文化遺産への関
わりを誘導している。また，秋田県大館市では，
風穴館の整備を活用し，さらに住民活動を誘導
するため，「北鹿地区ふれあう自然と歴史のさ
と」事業を平成10年から展開している。ここで
は，大館市を中心に10市町がネットワークを組
んで，ふるさとの自然と歴史の遺産を発見し，
これを分かりやすく解説するためのガイドブッ
クや解説カード12），解説板，啓発のためのシン
ポジウムを開催し，各教育委員会文化財担当者
によるグループと公募による住民のワーキング
グループ（探検隊）が協力しあって活動を展開
している。この事業は文化庁予算による３年間
の事業であったが，事業終了後も住民のワーキ
ンググループ中心に活動を進めることや，県や
市町も今後独自事業として推進したい意向を示
している。
５．環境文化創造活動
法的な環境保護制度が環境保護に果たす役割
は大きいが，その反作用も大きかった。持続可
能な環境保護制度をつくるためには，住民や市
民主体による環境文化創造活動が必要である。
そのためには明日香法の下で策定される，生
活環境整備計画のように住民生活に安定をはか
り，環境保護活動への協力を可能とする条件づ
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くりが必要である。しかし，これだけでは法体
制への依存化を生み出すことになる。やはり，
住民による主体的活動そのものが存在すること
が望まれるのである。そのような性格を持つ活
動の一例としてエコミュージアムがある。
エコミュージアムは地域の中にいくつかの限
られた美しい景観や自然，大事な文化財や記念
物があるというのではなく，地域の中にあるす
べての素材に価値があり，それらが一体となっ
てはじめて地域は地域となると考えるものであ
る。それは，一定範域（テリトリー）内で地域
の記憶の井戸を掘り，掘り出された記憶（遺産）
を地域全体の中で保存・展示・活用していく博
物館づくりである。それは地域遺産の遺産相続
の仕掛けづくりとそのための運動であるとも考
えられる。
エコミュージアムは従来の博物館のように建
物の中に資料を集めて展示するだけではなく，
テリトリー全体を展示室として，地域の遺産・
記憶を本来の場で保存活用しようとするもので
ある。それは地域の姿を映す鏡を構成するもの
である。また，収集・保存しようとするものは
あくまでも住民の記憶である。エコミュージア
ムの主体は住民である。その住民がアイデンテ
ィティを感じるテリトリーの中で大切にしたい
という記憶を住民さらに来訪者（観光客）にも
理解できるように工夫する。つまり地域を等身
大で映す鏡を作り，その鏡を通して将来の地域
像を考えていこうとするものである。
それは住民にとっても観光客にとっても何気
なく訪ねて否応なく理解する生涯学習機関とい
うべきものである13）。
そこでは住民・市民がローカルに地域遺産を
守り，活用し，これらの活動がネットワークす
ることによって地域全体，つまり一定範域（テ
リトリー）の環境全体の持続的活用を可能とし
ようとする活動である。
ここでは，住民は主体的に環境に関わり，自
らルールをつくってこれを利用し，その価値を
現在に示し，将来に生かそうとしている。鬼頭
秀一の言う「関わりの全体性」「生身に関係」
の重視とも言える14）。
文化庁のエコミュージアム事業もこの精神を
持った事業として登場し，地域にエコミュージ
アムづくりの芽を育てた。山形県朝日町をはじ
め日本でもエコミュージアムへの取り組みはは
じまっている。そこでは，環境の当該地域にお
ける価値の確立，その価値の理解を容易にする
活動やしかけ，さらにこれらの環境資産が経済
的価値を生むしかけとその成果を次なる価値創
造につぎ込む仕方が模索されている。
このような活動がさらに拡大浸透することが
望まれるが，そのためには，このような環境保
護活動ないし，環境保護システム構築を支援す
るものとして，NPO法の改善やボランティア休
暇制度等の法制度の整備がさらに望まれよう。
注
１）行為規制としては以下の７項目があり，14及び７
については歴史的風土保存区域で適用され，17に
ついては特別保存地区内で適用される。
１．建築物その他の工作物の新築，改築または増
築
２．宅地の造成，土地の開墾その他の土地の形質
の変更
３．木竹の伐採
４．土石の類の採取
５．建築物その他の色彩の変更
６．屋外広告物の表示または掲出
７．その他歴史的風土の保存に影響を及ぼす恐れ
のある行為で制令で定めるもの
２）建設省と総理府は平成５年に法の見直しを行い，
現在対象都市の拡大を検討している。
３）「我が国の文化財保護施策の概要」文化庁，2000
年，18 19ページ。
４）前掲書，16 17ページ参照。
５）安福恵美子は「ヘリテージ・ツーリズムとオーセ
ンティシティ─文化遺産の解釈をめぐって─」『阪
南論集　人文・自然科学編』34巻１号，1998年に
おいて世界遺産とツーリズムに触れる中で，オー
センティシティの社会的構築について紹介してい
る。
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６） 兼秀夫「遺跡保存と住民生活─明日香村の古都
保存」片桐新自編『歴史的環境の社会学』新曜社，
2000年，3738ページ。
７）町並み保存の場合，多くは町並み保全を獲得した
後，まちづくりに運動目標を拡大している例が多
い。
８）環境文化村は自然環境の保護と地域振興の同時解
決をめざし，その根拠を屋久島の自然の傑出性と
歴史的に形成されてきた自然と人の関わり（環境
文化）に求め，これによって自然と共生する地域
づくりをめざすことを基本理念としている。そこ
での地域形成戦略はしたがって，環境文化を戦略
イメージとした地域づくりであるが，１．自然環
境の保全・管理と屋久島らしい自然空間の再生
２．環境学習，研究機能充実等による屋久島の価
値と個性の再認識　３．国民的広がりと負担によ
る自然保全とボランタリーな協力　４．島外者の
受け入れと高負荷価値化による地域産業の活性化
５．国際的観点から屋久島の位置づけと国際的交
流を主な戦略としている。これらを事業化し，実
施していく主体として屋久島環境文化財団を設立
し，情報中核施設，学習体験施設として屋久島環
境文化センターと屋久島環境文化研修センターを
設立して運営している。今後の活動が注目される
が，県が主体となって行っている環境文化村が２
つの自治体や国の機関，民間ボランティア団体な
どとパートナーシップを持ちながらやっていける
かについては不安がないではない。それは行政の
機関や施設によくみられるように，つくった後の
予算の措置や人員の配置を含め，屋久島のコア施
設として，コア機関としての一躍を担うための援
助や体制について脆弱な感じが否めないからである。
９） 兼，前掲書，43 44ページ。
10） 兼秀夫「フィールドから学ぶ環境文化の重要性」
『環境社会学研究２号』環境社会学会発行，1996年，
38ページ。
11）池田啓・蒔田明史「天然記念物整備活用事業」新
井重三編『エコミュージアム理念と活動』，171184
ページ。
12）10市町の概要を10冊の冊子として作成し，これを
「北鹿の宝箱」のタイトルのバインダーに綴じ込み，
また，探検隊という名の住民グループと一緒に，
一資源一枚のカードというカード方式の解説カー
ドを作成し，同じバインダーに綴じ込む加除式の
解説書を作成している。
13）エコミュージアムの概念と実態については 兼秀
夫「エコミュージアムと地域社会」石原・ 兼・
安福編『新しい観光と地域社会』古今書院，2000
年参照。
14）鬼頭秀一『自然保護を問いなおす』ちくま新書，
126 127ページ参照。
〔付　記〕
本稿は1999年度阪南大学産業経済研究所助成研究
「ツーリズムからみた環境保護制度に関する研究」の成
果報告の一部である。
（2000年12月20日受理）
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